






 

 

Ⅰ．概算要求の基本的な考え方 

近年、尖閣諸島周辺海域では中国公船や外国漁船の領海侵入が繰り返されているほか、

外国海洋調査船による調査活動等の活発化、大和堆周辺海域における多数の北朝鮮漁船

等による違法操業、日本海沿岸部への木造船等の漂流・漂着、深刻化する国際テロ情勢、激

甚化する自然災害等、我が国周辺海域をめぐる状況はいっそう厳しさを増している。こうした

状況に加え、国際秩序が不安定化する中で、領海警備等に隙を見せることがないよう、「海上

保安体制強化に関する方針」（平成28年12月関係閣僚会議決定）に基づき着実に体制整備を

進めるとともに、その確実な運用を図る。また、「海洋基本計画」や「我が国における海洋状況

把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた今後の取組方針」等を踏まえたＭＤＡの能力強化や、「自由

で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法の支配に基づく自由で開かれた海洋秩序を維

持・強化するため、アジア諸国等の海上保安機関に対する能力向上支援等の取組を推進し、

戦略的海上保安体制を構築する。 

あわせて、治安・救難・防災業務の充実・強化、海上交通の安全確保等、国民の安全・安心

を確保するための業務基盤の充実・強化や、新型コロナウイルス感染症への対応、3か年緊

急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応を推進する。 
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１ 「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化  
① 尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発生に 

対応できる体制の整備 
② 海洋監視体制の強化 
③ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化 
④ 海洋調査体制の強化 
※ ①～④の体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運用等 

⑤ 基盤整備（定員確保、教育訓練施設の拡充等） 
 
２ 海洋状況把握（MDA）の能力強化に向けた取組等 

海洋状況表示システムの機能強化 
 

３ 法の支配に基づく海洋秩序維持のための取組 
諸外国の海上保安能力向上支援等の推進 
諸外国の海上保安機関との連携強化 

 

４ 治安・救難・防災業務の充実・強化 
① 巡視船・航空機の高機能代替 
② 装備資器材等の充実・強化 
③ 法執行業務体制等の充実・強化 

 
５ 海上交通の安全確保 
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Ⅱ．海上保安庁関係予算概算要求総括表 

＜予算要求＞                          （単位：百万円） 

 

注１ 「海上保安体制強化の方針」に基づく新規の大型巡視船、練習船、航空機の整備等については事
項要求 

注２ ３か年緊急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応や新型コロナウイルス対策の公共事業
については事項要求 

注３ 端数処理の関係で、合計額は必ずしも一致しない。 
 
 
 

＜定員要求＞ 

 ３９６人 

倍率

A B C (D=B+C) D/A

【物件費】

1 35,995 31,838 4,151 35,989 1.00

2 47,751 49,476 2,398 51,874 1.09

3 3,215 2,180 571 2,751 0.86

4 2,662 2,876 193 3,069 1.15

5 1,900 1,595 64 1,659 0.87

6 11,022 11,668 3,352 15,020 1.36

7 4,136 4,224 637 4,861 1.18

　　非公共　計 106,681 103,857 11,366 115,223 1.08

8 10,630 10,630 0 10,630 1.00

117,311 114,487 11,366 125,853 1.07

【人件費】

103,771 104,286 0 104,286 1.00

合　　計 221,081 218,773 11,366 230,139 1.04

主要事項等

令和2年度
予算額

令和3年度予算要求額

一般要求
新型コロナ
感染症対策

経費
計

巡視船艇・航空機等の整備費

巡視船艇・航空機等の運航費

海上保安官署施設の整備費

情報通信関係費

海洋情報関係費

治安・救難・環境保全・防災関係費

その他

船舶交通安全基盤整備事業

　　 物件費　計

　　 人件費
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Ⅲ．概算要求の主な事項 （ ）内は令和２年度当初予算額

１．戦略的海上保安体制の構築

３９１．７億円※（前年度 ４１５．４億円） 

※ 再掲・運航費を除く 

 

 

 

３７８．５億円※（前年度 ４０３．５億円） 

※ 再掲・運航費を除く 

 

平成28年12月に決定された「海上保安体制強化に関する方針」を受け、

引き続き、海上保安庁の法執行能力、海洋監視能力、海洋調査能力の3点

の強化を図る観点から「尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発

生に対応できる体制の整備」等の5つを柱とする海上保安体制の強化を着

実に進める。また、体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運用

を図る。 

 

➀ 尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発生に対応できる体制

の整備 

２５０．０億円（前年度 ２０８．２億円） 
 

尖閣領海警備体制等の強化のため、巡視船の整備等を進める。 

 

（新規） 

・ 巡視船搭載ヘリコプター ２機（5年度就役）        ２４．７億円 

 

（継続） 

・ ヘリコプター搭載型巡視船 ３隻（3年度1隻、5年度2隻就役） 

１１２．０億円（前年度 １１８．２億円） 

・ 大型巡視船 ３隻（4年度2隻、5年度1隻就役） ４８．４億円（前年度  １３．２億円） 

・ 巡視船搭載ヘリコプター ３機（3年度1機、5年度2機就役） 

 １５．４億円（前年度  ２１．７億円） 

・ 基地整備 ４６．８億円（前年度  ５５．１億円） 

 

 

 

(１)「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化 
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➁ 海洋監視体制の強化 

１１９．０億円（前年度  ８６．８億円） 

 

漂流・漂着木造船等が多数確認される日本海や、中国漁船が確認される

小笠原諸島周辺海域を含む広大な我が国周辺海域における監視体制を強

化するため、航空機の整備等を進める。 

 

（継続） 

・ ジェット機 ３機（3年度1機、4年度1機、5年度1機就役）  

７７．５億円（前年度  ７０．５億円） 

・ 中型ヘリコプター １機（3年度就役）          １３．８億円（前年度     ０億円） 

・ 監視拠点の整備                       ５．８億円（前年度   ５．０億円） 

 

③ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化 

１８．７億円※（前年度  １７．５億円） 

    ※ 再掲                        

 

原発等へのテロの脅威や大和堆周辺海域における北朝鮮漁船への対応

等の重要事案に適切に対応するため、体制強化として巡視船の整備を進め

る。 

 

（継続） 

・ 大型巡視船 １隻（4年度就役・再掲）        １８．７億円（前年度  １３．２億円） 

 

④ 海洋調査体制の強化 

６．６億円（前年度  ８５．９億円） 

 

他国による海洋境界等の主張に対し、我が国の立場を適切な形で主張

するべく、必要な海洋調査体制の強化のために、整備した測量船等により、

調査の実施及び調査データの解析等を進める。 

 

※  ①～④の体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運用等 

４８８．４億円※（前年度 ４６９．３億円） 

※ 運航費 

「海上保安体制強化に関する方針」に基づき整備した巡視船・航空機等

を確実に運用するとともに、大規模事案の同時発生等にも適切に対応する

ため、所要の燃料費や維持費等を確保する。 
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⑤ 基盤整備 

２．８億円（前年度  ２２．７億円） 

 

海上保安体制の強化にあわせて、海上保安業務対応能力の向上を図る

ため、教育訓練施設等の拡充を進めるとともに、教育訓練施設の新型コロナ

ウイルス感染症対策を推進する。 

 

（新規） 

・ 海上保安大学校施設の拡充等                ２．８億円 

 

 

※ 「海上保安体制強化の方針」に基づく新規の大型巡視船、練習船、航

空機の整備等については事項要求 

 

 

 

 

 

 

９．８億円（前年度   ８．６億円） 

 

「海上保安体制強化に関する方針」はもとより、 「我が国における海洋状

況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた今後の取組方針」等も踏まえ、海洋状

況表示システムの機能強化等を図る。また、海洋権益や海上安全の確保等

に資する質の高い科学的データを収集するため、引き続き、広域かつ詳細

な海洋調査を進めるとともに、海洋調査等で得られた海洋情報の効果的な

集約・共有・提供を図る。 

 

(継続) 

・ 海洋状況表示システムの機能強化等 １．０億円（前年度   １．０億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた取組等 
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３．４億円（前年度   ３．２億円） 

 

「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法の支配に基づく海洋

秩序維持の重要性をアジア諸国等との間で共有し、アジア諸国等の海上保

安機関に対する能力向上支援や協力関係の強化を図るため、海上保安政

策プログラム（修士課程）による人材育成支援や、海上保安庁モバイルコー

ポレーションチーム（外国海上保安機関の能力向上支援専従部門）の派遣

等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 法の支配に基づく海洋秩序維持のための取組 
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２．国民の安全・安心を守る業務基盤の充実・強化 

１９５．４億円（前年度 １７９．５億円） 

 

 

 

１５２．７億円（前年度 １２８．４億円） 

 

密輸・密航等の海上犯罪取締りや救難・防災などの業務基盤の充実・強

化を図る。 

 

➀ 巡視船・航空機の高機能代替 

６４．６億円（前年度  ６０．６億円） 

 

全国における海難、海上災害、不審事象、不法行為等への迅速かつ的

確な対応を可能とするため、安全性の向上と高性能化を図った巡視船・航

空機への代替整備を着実に進める。 

 

（新規） 

・ 小型巡視船 ２隻（4年度就役）                １９．６億円 

・ 中型ヘリコプター ３機（5年度就役）                 ２５．７億円 

 

（継続） 

・ ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上         ０億円（前年度  ３５．５億円） 

・ 中型巡視船 １隻（4 年度就役）             １９．３億円（前年度     ０億円） 

 

② 装備資器材等の充実・強化 

６２．５億円（前年度  １９．０億円） 

 

巡視船艇や航空機等の能力を最大限に発揮し、安全を確保しつつ海上

保安業務を的確に遂行するため、代替整備や腐食対策等を着実に進める。

海上保安官による安全かつ的確な海上保安業務の遂行のため、新型コロナ

ウイルス感染症対策資機材や救難資器材等の充実・強化を図る。また、船

内における新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、隔離区画や独

立空調の設置等、長期間行動する大型巡視船の改修を進める。 

 

（新規） 

・ 小型巡視艇 ２隻（3年度就役）                 ７．９億円 

(１) 治安・救難・防災業務の充実・強化
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・ 新型コロナウイルス感染症対策資機材の整備       ３．９億円 

・ 大型巡視船における感染防止対策             １３．４億円 

 

（継続） 

・ 腐食対策等                          ５．６億円（前年度   ２．２億円） 

・ 救難資器材等の整備                    ０．４億円（前年度   ０．２億円） 

 

③ 法執行業務体制等の充実・強化 

２５．５億円（前年度  １８．４億円） 

 

世界的にテロの脅威が増大している中、令和3年には東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会が開催されることも踏まえ、テロ事案をはじめとする、国

民の安全・安心を阻害するおそれのある活動や海上犯罪に加え、大和堆周

辺海域における北朝鮮漁船への対応等に万全を期すため、法執行業務体

制等の充実・強化を図る。 

 

（継続） 

・ 警備資器材等の整備                    ３．９億円（前年度   １．２億円） 

 

 

ｐ 

 

４２．７億円（前年度  ５１．１億円） 

 

海上交通の安全確保のため、航路標識の適切な維持管理を実施するとと

もに、平成 30 年 9 月の関西国際空港連絡橋へのタンカー衝突事故を受け、

大阪湾海上交通センターの機能再編を図り、令和 4 年度中の運用開始を目

指すなど、走錨事故防止対策を着実に推進する。 

 

 

 

 

 

※ ３か年緊急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応や新型コロ

ナウイルス対策の公共事業については事項要求 

(２) 海上交通の安全確保 
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令和3年度要求における船艇・航空機等整備の内容

・尖閣諸島周辺海域において
常時徘徊、領海侵入する中国
公船の大型化・武装化・増強

・外国漁船の活動の活発化及び
操業海域への外国公船の出現

・外国調査船等による海洋調査、
資源探査の活発化

・日本海の広い海域で、北朝鮮
漁船等を確認、木造船等の
漂流・漂着

・地震・津波・台風・豪雨・火山等
の激甚化する自然災害等

・テロの脅威の増大

重大な事案

・領土問題
・境界画定問題
・周辺海域における不審な
船舶の出現 等

近隣諸国との諸問題

海上保安庁を取り巻く情勢

・法執行業務体制等の充実・強化

・東京オリンピック・パラリンピック等
に向けた準備

・海難救助、海上災害への
迅速な対応 等

国民の安全・安心の確保

「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化

① 尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発生に対応
できる体制の整備
・ 巡視船搭載ヘリコプターの整備
（3年度1機、5年度2機就役、3年度新規着手2機）
・ ヘリコプター搭載型巡視船の整備
（3年度1隻、5年度2隻就役）
・ 大型巡視船の整備
（4年度2隻、5年度1隻就役）

② 海洋監視体制の強化
・ ジェット機の整備
（3年度1機、4年度1機、5年度1機就役）
・ 中型ヘリコプターの整備
（3年度1機就役）
・ 監視拠点の整備

③ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化
・ 大型巡視船の整備（再掲）
（4年度1隻就役）

④ 海洋調査体制の強化

※ ①～④の体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運用等
・「海上保安体制強化に関する方針」に基づき整備した巡視船・航空機等を確
実に運用するとともに、大規模事案の同時発生等にも適切に対応するため、所
要の燃料費や維持費等を確保

⑤ 基盤整備

治安・救難・防災業務の充実・強化

① 巡視船・航空機の高機能代替等
・ ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上
（4年度1隻整備完了）
・ 小型巡視船の整備 （3年度新規着手2隻）
・ 中型ヘリコプターの整備（3年度新規着手3機）

② 装備資器材等の充実・強化
・ 小型巡視艇の整備（3年度新規着手2隻）

戦略的海上保安体制の構築

国民の安全・安心を守る業務基盤の充実・強化

注１ 「海上保安体制強化の方針」に基づく新規の大型巡視船、練習船、航空機の整備等については事項要求
注２ ３か年緊急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応や新型コロナウイルス対策の公共事業については事項要求
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28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度
大型巡視船
隻数 62隻 62隻 62隻 66隻 69隻 70隻 72隻 75隻

戦略的海上
保安体制の
構築

国民の安全・
安心を守る
業務基盤の
充実・強化

巡視船・航空機等整備（イメージ）

※計画

ヘリコプター搭載型巡視船 1隻（増強）

令和３年度新規要求

継続

中型ジェット機 2機（うち1機増強）

中型ジェット機 1機

ヘリコプター搭載型巡視船 2隻（増強）

大型巡視船 1隻（増強）

中型ジェット機 1機（増強）

大型測量船 1隻（増強）

※計画

凡例
中型ヘリコプター 1機（増強）

中型飛行機（測量機）1機（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船 2隻（増強）

大型ジェット機 1機（増強）

大型巡視船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船 1隻（増強）

大型巡視船 1隻（増強）

中型ジェット機 1機（増強）

中型ジェット機 1機（増強）

大型測量船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上 1隻

ヘリコプター搭載型巡視船
延命・機能向上 1隻

規制能力強化型巡視船 1隻

中型ヘリコプター 1機

中型巡視船 1隻

大型巡視船 1隻（増強）

大型巡視船 1隻（増強）

大型巡視船 1隻（増強）

小型巡視船 2隻

中型ヘリコプター 3機

中型ヘリコプター 2機（増強）

就役済※

※令和2年度末時点

中型ヘリコプター 3機（増強）

中型ヘリコプター 1機（増強）

中型ヘリコプター 1機（増強）

中型ヘリコプター 2機（増強）

注 「海上保安体制強化の方針」に基づく新規の大型巡視船、練習船、航空機の整備等については事項要求
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「海上保安体制強化に関する方針」に基づく新規の大型巡視船、練習
船、航空機の整備等については事項要求

令和３年度当初予算で要求する巡視船・航空機一覧

【特性】
・追尾・補足能力
・規制能力
・監視能力
・情報伝達能力
・感染症対応能力

「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化

国民の安全・安心を守る業務基盤の充実・強化 新規

大型巡視船（PLH型6,500トン、PLH型6,000トン）３隻
（PLH型6,500トン、PLH型6,000トン）３隻

（イメージ） （イメージ）
小型巡視船 ２隻（代替）

（PS型180トン）
中型ヘリコプター ３機（代替）

【特性】
・捜索監視能力
・航続性
・感染症対応能力

飛行機（大型ジェット機、中型ジェット機） ３機

回転翼航空機（中型ヘリコプター） ６機（うち、新規要求 ２機）

PLH型 6,500トン １隻 PLH型 6,000トン ２隻 PL型 3,500トン ２隻 PL型 1,000トン １隻

大型ジェット機 １機 中型ジェット機 ２機

中型ヘリコプター (約20ｍ) ５機 中型ヘリコプター (約17ｍ) １機

これまでに着手済みの大型巡視船や航空機の整備については、所要
の額を要求

新規／継続

（うち、着手済みの大型巡視船に
搭載する新規要求２機を含む。）

P L 型3,500トン、P L 型1,000トン
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法の支配に基づく海洋秩序維持のための取組

✔ 多国間連携
・ 世界海上保安機関長官級会合
・ 北太平洋海上保安フォーラム
・ アジア海上保安機関長官級会合
・ 連携訓練

✔ 二国間連携
・ 長官級会合
・ 連携訓練

アジア諸国等の海上保安機関に対する能力向上支援の強化等国際連携の強化

MCTによる技術指導・訓練(フィリピン)

海外の課程研修生の滞在等を支援

連 携

◆海上保安庁幹部職員の養成◆政策プロフェッショナルの養成
※ 1年間の期間で実施（平成27年10月創設）

これまで、フィリピン、マレーシア、インドネシア、ベトナム、スリランカ、インドから参加。
（５期目からタイが参加）

海上保安官及びアジア諸国の海上保安機関職員に対し、
高度な実務と理論の教育の実施

高度の実務的・
応用的知識 分析・提案能力 国際コミュニ

ケーション能力
国際法についての
知識・事例研究

海上保安政策プログラム（修士課程）

「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法の支配に基づく海洋秩序維持
の重要性をアジア諸国等との間で共有するとともに、アジア諸国等の海上保安機関に
対する能力向上支援や協力関係の強化を図る。

概要

法の支配に基づく海洋秩序維持の重要性をアジア諸国等の海上保安機関との間で共有

✔ 海上保安政策プログラムの基盤強化（対象国拡大）
✔ アジア海上保安機関実務者招へい事業の実施

✔ 能力向上支援専従部門（MCT）の積極的派遣
※MCT : 海上保安庁モバイルコーポレーションチーム

✔ ASEAN諸国のVTS管制官人材育成支援
※VTS : Vessel Traffic Service（船舶通航支援等業務）

✔ 巡視船・航空機、練習船の効果的派遣

前半６ヶ月 後半６ヶ月

第２回世界海上保安機関長官級会合(2019年11月 東京)
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海上交通の安全確保

走錨事故防止対策の推進（大阪湾海上交通センターの機能再編）

平成30年9月の関西国際空港連絡橋へのタンカー衝突事故を受け、海域監視体制の強化のため、大阪湾海上交通
センターの機能再編を図り、令和4年度中の運用開始を目指すなど、走錨事故防止対策を着実に推進する。

灯浮標の引揚げ

〇灯浮標の定期交換

〇空中線回転機構部の定期交換

灯浮標の設置 設置完了

航路標識の適切な維持管理

船舶交通の安全を確保し運航能率の増進を図るため、灯浮標や空中線回転機構部の定期交換など、適切な維持管
理を実施する。

神戸市に新設中のレーダー施設に機器
整備を行うなど、機能再編を推進

空中線の取外し 回転機構部の交換 設置完了

平成30年9月（台風21号）
関西国際空港連絡橋へタンカー衝突
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888 
1,107 1,108 1,158 1,216 1,259 

990 

999 1,005 1,020 
1,038 1,043 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500 2,301

億円

当初予算の内訳の推移等

2,112
2,254

1,877

R3
予算要求

H28
当初予算

H29
当初予算

195 

626 

241 220 
305 

74 

78 

60 138 

117 

注 巡視船艇・航空機等の整備費には、船舶建造費、航空機購入費のほか、ヘリコプター搭載型巡視船の延命・機能向上等
に係る経費を含む。

400

200

0

補正予算・予備費追加の内訳の推移

億円

301

H30
当初予算

2,106

269

その他巡視船艇・航空機等の整備費

R1
当初予算

600

704

357

R1

物件費人件費

R２
当初予算

2,178

H30H29H28H27

422

注１ 「海上保安体制強化の方針」に基づく新規の大型巡視船、練習船、航空機の整備等については事項要求
注２ ３か年緊急対策後の激甚化・頻発化する自然災害への対応や新型コロナウイルス対策の公共事業については事項要求

（注1、2）
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 
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